
九州における地域・社会課題解決を起点にしたビジネスの取り組み

株式会社くまもと健康支援研究所
代表取締役 松尾 洋



熊本大学医学部発の健康ベンチャー企業として、熊本大学研究者との共同研究により、「科学的根拠に基づく健康支援」をテー
マに地域・職域における保健指導・介護予防の実践 ・ 研究 ・ 開発を通して、住民の QOL の向上に、寄与することを目的として
います。

【設 立】2006年12月

【資本金】 1500万

【代表者】 代表取締役 松尾 洋

【在籍有資格者】

保健師、看護師、管理栄養士、健康運動指導士、理学療法士など従業員数250名（非常勤含む）

【事業内容】

自治体及び企業・健康保険組合を対象にした介護予防サービス、保健指導サービス、公共施設管理運営サービス、コンサルティングサービス、医療介護周辺サービス

【受賞・表彰等】

○厚生労働省 第１回健康寿命を延ばそうアワード2012 企業部門優良賞

○熊本県リーディング育成企業 認定

○九州ヘルスケア産業協議会 第１回ヘルスケア産業づくり貢献大賞 特別賞

○経済産業省2017はばたく中小企業・小規模事業者300社 表彰

○経済産業省地域未来牽引企業 認定

〇九州ニュービジネス大賞 審査員特別賞

○日本ニュービジネス協議会 ニッポン新事業創出大賞 優秀賞

★経済産業省 産業構造ビジョン2010 取組先進事例

★内閣府 日本再生戦略 取組先進事例

★経済産業省 中小企業白書2013年度 掲載

★くまもと健康志向型プロダクツ 認定事業

★内閣府 経済財政諮問会議 取組事例

★経済産業省 生涯現役社会実現に向けた環境整備に関する検討会 取り組み事例

★厚労省・経産省・農水省 地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事例集

【会社概要】
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元気を引き出すサービス創出で、
熊本を中心に

九州の健康寿命延伸にコミットする

Ⓒ2024 松尾｜㈱くまもと健康支援研究所



くまもと健康支援研究所は、

人口減少・少子高齢化が招く
社会課題の解決に取り組む

「社会的企業」です

減

社

課

ソーシャルビジネス
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人口減少・少子高齢化が招く社会課題

Ⓒ2024 松尾｜㈱くまもと健康支援研究所

【①】総人口に占める高齢者の割合が増加する

【②】生産年齢人口比の後期高齢者割合が増加する 介護・生活支援の担い手不足



介護度別 利用サービス種類別の介護給付費
・○○市の介護給付費のサービス種類別の構成をみると、施設サービス（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等）の割合が半分近くを占
め、ついで通所系が約２割、グループホームが約１割を占める。

・介護度別にみると、要支援１～２および要介護１～２では、通所系の割合が最も大きいが、要介護３～５では施設サービスが約６割となり
圧倒的な割合を占める。

・要介護３～５の給付額が全体の約６割を占めるため、要介護３～５へと重度化しないことが介護給付費抑制の大きなポイントとなる。
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【給付費の介護度別構成】

【給付費のサービス種類別構成（全体）】

【給付費のサービス種類別構成
（介護度別）】

※それぞれの円グラフの円の大きさは、

給付額の大きさに比例

※住宅改修および福祉用具購入は除く

被保険者1人当たり介護給付費の伸びの適正化に向けて
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【通所介護利用者の介護度悪化率】

【通所リハビリ利用者の介護度悪化率】
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要支援１高齢者の3割以上は、
介護度悪化

週1回のみの通所では、介
護度の重度化予防につながっ
ていない

被保険者1人当たり介護給付費の伸びの適正化（介護度重度化防止PFS事業）



介護度重度化

介護度重度化

介護度が重度化すると・・・
本人・家族の経済的負担増。市の介護給付費増。市民の保険料増につながる。

市民の皆さんの取り組みで3.7％介護度重度化を防ぐと、3年間で1.6億円削減。

【H30年度】 【1年後】 【2年後】 【3年後】

年間介護給付費

10.3億円

年間介護給付費

5.6億円

年間介護給付費

12億円

年間介護給付費

6.2億円

年間介護給付費

13.4億円

年間介護給付費

6.8億円

年間介護給付費

8.3億円

年間介護給付費

4.7億円

要支援1～要介護2の
通所介護利用者999人

要支援1～要介護2の
通所リハ利用者591人

被保険者1人当たり介護給付費の伸びの適正化（介護度重度化防止PFS事業）
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介護度重度化
見える化
データ分析

事業所研修会
自立支援CL※１

取り組み①②

高重度化率事業所
ケアプラン点検
ハンズオン支援

取り組み③④

自立支援取り組み評価
事業所表彰制度

優良事業所事例集作成

取り組み⑤⑥
※１
通所系事業所の自立支援の取り
組み（プロセス評価）をスコア化し
た独自評価シート。

介護度重度化
改善状況評価

自立支援取り組み
改善状況評価

アウトカム①

アウトカム②

介護給付費適正化

インパクト

軽度認定者の介護度悪化率改善の良循環を生み出すことが重要
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被保険者1人当たり介護給付費の伸びの適正化（介護度重度化防止PFS事業）
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被保険者1人当たり介護給付費の伸びの適正化（介護度重度化防止PFS事業）

成果指標 評価時期 概要

１ ハンズオン支援事業所数 令和6年3月
１．12か月以上ハンズオン支援を
行った事業所数

２．ハンズオン支援事業所利用者の
介護度悪化率
改善度

令和6年3月
２．介入前（平成30年度～令和3年度）と介入
後（令和3年度～令和5年度）のハンズオン
支援事業所利用者の介護度悪化率の改善

３．通所系サービス利用者の介護度
悪化率改善度 令和6年3月

３．介入前（平成30年度～令和2年度）と介入
後（令和3年度～令和5年度）の通所系サー
ビス利用者の介護度悪化率の改善

成果指標 支払い基準

１．ハンズオン支援事業所数

12事業所未満 12事業所以上 24事業所以上

0 2,000,000 5,900,000
上記の通り目標値ごとに成果報酬額を設定し、目標値と同等かそれを上回った場合に限り対価を支払う。

２．ハンズオン支援事業所利用者の介護度悪化
率改善度

1.42
ﾎﾟｲﾝﾄ
未満

1.42
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

2.13
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

2.84
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

3.55
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

4.26
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

0 1,000,000 2,000,000

上記の通り目標値ごとに成果報酬額を設定し、目標値と同等かそれを上回った場合に限り対価を支払う。

３．通所系サービス利用者の介護度悪化率改善
度

1.42
ﾎﾟｲﾝﾄ
未満

1.42
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

2.13
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

2.84
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

3.55
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

4.26
ﾎﾟｲﾝﾄ
以上

0 1,000,000 2,000,000 4,000,000 6,000,000
8,000,0

00
上記の通り目標値ごとに成果報酬額を設定し、目標値と同等かそれを上回った場合に限り対価を支払う。



取り組み③低維持改善率居宅介護支援事業所ケアプラン点検

維持改善率が低い居宅介護支援事業所の通所系サービス利用のケアプラン点検を行い、自立支援に向けたケア
マネの力量形成支援を行います。
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悪化率の高い居宅介護支
援事業所の通所利用のケ
アプランを点検

視点

〇自立支援の目標
〇生活機能の維持向上
〇歩行訓練などの記載
〇セルフケアや
インフォーマルケア

具体的に

〈点検対象者の選定〉

①標準化維持改善比の
101％以下の事業所

②2020年度から悪化して
いる対象者(合計45件)

書面点検
＋

オンライン面談

書面点検結果 アセスメントが十分には行われて
いない。
課題整理総括表の活用が少ない。

目標が段階的ではなく分かりにくい。
インフォーマルサービスの記載がな
い。

かかりつけ医
やサービス事
業所との連携
が不足。

総合評価の考
察がない。

面談結果
・生活歴や住居状況、本人や家族の思いが不足
・評価やモニタリングできる具体的な目標設定を助言
・新型コロナの影響で担当者会議未実施
⇒書面で開催し、支援経過記録に記載する事を助言

Ⓒ2024 松尾｜㈱くまもと健康支援研究所



取り組み④通所系サービス事業所ハンズオン支援

通所系サービス事業所にリハビリ専門職等を派遣し、それぞれの事業所における自立支援に向けた課題を整理
し、各事業所における自立支援の取り組みをサポートします。
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73

① リハ職がいないので、
個別機能訓練加算の設定内容や訓練内容に対して不安

② レクや機能訓練の質を高めたい
③ より良い支援への介入方法を取り入れていきたい

訪問ヒアリング

①現状把握

②事業所の課題整理

③ハンズオン支援

プランの提案

訪問支援
＊ 通所介護計画の確認をしながら

自立等に向けての目標設定や

運動内容の提案

＊ 個別の評価と運動指導

＊ 小集団で機能訓練運動

セルフケアの活用と継続支援

訪問支援

音楽を取り入れた小集
団内容の提案と一人一
人に合わせたセルフケ
アの活用サポート

〔介入事業所〕

Ｓtep1

Ｓtep2

Step３

デイサービスセンター

愛乃家

＊ ハンズオン支援での要望 ＊

ハンズオン支援開始 ハンズオン支援後の変化

職員の良い刺激となり意
識の向上につながった。

「自己選択」
「自己実現」

尊厳を大切にした支援で
一人一人の機能保持を目
指していきたい。

何よりも利用者様の喜ぶ
顔がみれてよかった

２カ月継続中 

通所リハ・リハ職のいる通所介護 通所介護・地域密着通所介護

自立支援ニーズ把握
自立支援情報提供

自立支援ニーズ把握
自立支援メニュー提案

初回

身体機能測定・自立支援コンサル

リハ職アセスメント

リハ職アセスメント
自立支援コンサル

リハ職アセスメント
自立支援コンサル

リハ職アセスメント
自立支援コンサル

身体機能測定・評価
リハ職アセスメント

2回目

3回目

4回目

5回目

6回目
リハ職アセスメント
自立支援コンサル

7回目
取り組み状況評価
（ヒアリング調査）

取り組み状況中間評価
（ヒアリング調査）
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取り組み⑤⑥事例集作成

維持改善率が高く、かつ取り組み内容が良好なサービス事業所の取り組みを事例集として取りまとめ、「良い
取り組みを横展開」します。
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事業種別 通所リハビリテーション

事業所名 おさしお

内容

⚫個別訓練プログラムを作成後は、

利用者本人と十分に協議をして、決定

「自宅で体操カード」の活用

・自宅で実施した後は、回収して確認と声掛け

⚫生活動作に繋がる訓練道具を作成

職員間の情報共有を生かして形へ！

イメージ図

「自宅で体操カード」を活用し、評価活動自立支援取組事例３

【 自宅で体操カード 】

回収して、実施の確認と前向きな声掛け

【 事業所オリジナルの生活リハビリアイテム 】

例）ペットボトルやドアノブを想定して鍛える

キャップなど廃材を利用して作成
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74%

75%
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貴事業所の維持改善率・悪化率と標準化維持改善比の推移

先週は、
毎日散歩を
行ったのですね！
素晴らしいです。

56

事業種別 通所リハビリテーション

事業所名

内容

⚫定期的な運動機能の評価とそれに基づく個別的な
運動メニューを作成。

⇒自己チェック（〇付け）による利用者の達成感

⚫介護更新時に本人から嬉しそうに「介護度が重くな
らずに、良かった。」と。周囲の支援者も、「良かった
ですね。」と、褒めている。

⇒介護保険の目的を、利用者も職員も共有

イメージ図

運動メニュー達成度の見える化自立支援取組事例C

〇宿題（脳トレプリント）を自宅で行ってもらい、次回利用時に、利用
者と一緒に答え合わせ。

〇自宅でできる筋トレ、ストレッチを指導し、実施できたかどうかの確認の
声掛け。

〇デイケアカンファ、職場会議、患者カンファ（月に１回開催）などで、
職員の情報共有を行い、多職種の連携を実施

病院併設

通所リハビリテーション

例）
足上げ運動１０回

自分でチェック
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維持改善率 標準化維持改善比

事業所の維持改善率と標準化維持改善比の推移
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介護度悪化率が高い新規要支援１の受け皿を創出

13

合計

要介護度 給付費・事業費 要介護度 給付費・事業費 要介護度 給付費・事業費 給付費・事業費

要支援1 20-25万 要支援1 20-25万 60-75万

要支援2 45-55万 110-135万

要介護1 85-95万 150-175万

② 短期集中＋一般介護予防 要支援1 15万 要支援1 10万 要支援1 10万 35万

③ 短期集中＋通いの場・インフォーマル 要支援1 10万 要支援1 0 要支援1 0 10万

※要支援１介護度悪化率：33%

※要支援２介護度悪化率：20%

種別

45-55万

1年目 2年目 3年目

1人あたり給付費・事業費

① 現行相当通所サービス・予防通所リハ 要支援1 20-25万
要支援2

【費用対効果】

【新規要支援１高齢者1人あたり年間費用対効果額】

【○○市における対策実施による年間費用対効果額】

（60-75万）×50%＋（110-135万）×45%＋（150-175万）×５％

＝87-107万 10-35万ー ＝ 17-32万/年

17-32万/年 × ３００名 ＝ 5,100-9,600万/年

Ⓒ2024 松尾｜㈱くまもと健康支援研究所



PFS案件組成において大切にしていること

CONFIDENCIAL
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１ アウトカム評価・インパクト評価には、客観的に測定可能な指標＆貨幣換算可能な指標を設定

２ 成果指標・支払い条件の自治体との細部の合意形成

３ 横展開可能な事業モデル、成果指標の設定

１ 感染症拡大等、予測不能な事態が起きた場合の対処



九州内におけるPFS案件組成体制構築（㈱九州PFS研究所）

九州におけるヘルスケア分野の
PFS/SIB事業の案件組成を通じて、ヘル
スケア事業の推進を図ることで九州の健
康寿命延伸に寄与する。

2030年度までに、九州で30件のPFS/SIB事業を創出
（佐賀県内20市町でPFS/SIB事業創出）

経営ビジョンおよび事業方針 １．PFS研究会の目的

●PFS※１事業について各内外の事例をもとに普及啓発を行うことに
より、九州内の市町村が健康・医療・介護分野のPFS事業に取り組
み、健康寿命延伸・ワイズスペンディングが図られ、EBPM※２の推
進が図られることを目的とします。

※１PFS：成果連動型委託契約
※２EBPM：証拠に基づく政策立案

九州における
PFS勉強会の開催

PFS案件組成に向けた
ハンズオン支援

事
業
案
件
の

検
討

好
事
例
の

横
展
開

九州における
PFS事業の推進による

健康寿命延伸・行政コスト削減

CONFIDENCIAL
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今後、人口減少＆後期高齢者の割合が増加してい
く中で、要支援高齢者の担い手を確保・創出し、軽度
認定者の介護度重度化を防ぐ取り組みが求められま
す。
「成果を見える化する」「社会課題にPFS事業でチャ
レンジする」

※ご質問等は、下記までメールにてご連絡ください。

お問い合わせ
E-mail) h-matsuo@kwsi.co.jp

セミナー受講者のみなさんへ

©2023松尾｜㈱くまもと健康支援研究所
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